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宮崎県告示第 839号

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第49条の規定により、医療

扶助のための医療を担当させる機関を次のとおり指定した。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 840号

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の２の規定により、

指定医療機関から次のとおり廃止した旨の届出があった。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 841号

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第１項の規定に

より、介護扶助のための居宅介護を担当させる機関を次のとおり指

定した。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

指定年月日所 在 地名 称

平成20年６月１日宮崎県都城市妻ケ丘町
15街区３号

医療法人中山耳鼻
咽喉科医院

平成20年10月１日宮崎県北諸県郡三股町
大字宮村2841番地４

江夏整形外科クリ
ニック

平成20年10月１日宮崎県児湯郡高鍋町大
字蚊口浦6199−61

おがわクリニック

平成20年10月１日宮崎県北諸県郡三股町
大字宮村字一万城2829
−７

みまたさくら薬局

平成20年10月１日宮崎県児湯郡高鍋町大
字蚊口浦6199番地62

セイシャル薬局高
鍋

廃止年月日所 在 地名 称

平成20年５月31日宮崎県都城市妻ケ丘町中山耳鼻咽喉科医

告告 示示

指 定

年月日

居宅介護支援事業所居宅介護支援事業者

所在地名 称
主たる事務
所の所在地

名 称

平成20年

10月１日

宮崎県延岡

市北浦町古

江2476−１

北浦デイサ

ービス

宮崎県延岡

市大貫町５

丁目1997番

地

染矢産業株

式会社

平成20年

10月１日

宮崎県延岡

市下伊形町

２番地 334

デイサービ

スあくた南

店

宮崎県延岡

市構口町１

丁目6023番

地１

有限会社ア

クロク

平成20年

９月１日

宮崎県小林

市大字東方

1407−１

デイサービ

スセンター

悠

宮崎県小林

市大字東方

1407−１

株式会社悠

平成20年

10月１日

宮崎県小林

市大字東方

1407−１

ヘルパーセ

ンター悠

宮崎県小林

市大字東方

1407−１

株式会社悠

平成20年宮崎県小林上町デイサ宮崎県小林株式会社川

15街区３号院
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宮崎県告示第 842号

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第１項の規定に

より、介護扶助のための居宅介護支援計画の作成を担当させる機関

を次のとおり指定した。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 843号

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第４項において

準用する同法第50条の２の規定により、指定介護機関（居宅介護事

業所）から次のとおり変更した旨の届出があった。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 届出をした指定介護機関（居宅介護事業所）

２ 届出事項

宮崎県告示第 844号

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第４項において

準用する同法第50条の２の規定により、指定介護機関（居宅介護支

援事業所）から次のとおり変更した旨の届出があった。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 届出をした指定介護機関（居宅介護支援事業所）

２ 届出事項

宮崎県告示第 845号

森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産

大臣から、次のとおり保安林の指定を解除する予定である旨の通知

があった。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 解除予定保安林の所在場所 都城市（国有林。次の図に示す部

分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 水源のかん養

３ 解除の理由 道路用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県環境森林部自然環

境課及び北諸県農林振興局並びに都城市役所に備え置いて縦覧に

供する。）

宮崎県告示第 846号

森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産

大臣から、次のとおり保安林の指定を解除する予定である旨の通知

があった。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 解除予定保安林の所在場所 宮崎市（国有林。次の図に示す部

分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 水源のかん養

３ 解除の理由 農道用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県環境森林部自然環

境課及び中部農林振興局並びに宮崎市役所に備え置いて縦覧に供

する。）

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規

定により、次のとおり特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

った。

公公 告告

10月１日市大字堤29

16番地５

ービスセン

ター

市大字細野

1892番地５

野ソーシャ

ルワークオ

フィス

指 定

年月日

居宅介護支援事業所居宅介護支援事業者

所在地名 称
主たる事務
所の所在地

名 称

平成20年

９月１日

宮崎県延岡

市下伊形町

２− 334

居宅介護支

援事業所

桜道

宮崎県延岡

市柚の木田

町1307番地

株式会社カ

イホウ

平成20年

10月１日

宮崎県小林

市大字細野

1892番地５

本町ケアプ

ランセンタ

ー

宮崎県小林

市大字細野

1892番地５

株式会社川

野ソーシャ

ルワークオ

フィス

居宅介護事業所居宅介護事業者

所在地名 称
主たる事務所の所
在地

名 称

宮崎県都城市都島

町 191番地１号

指定訪問

介護ステ

ーション

ほのぼの

宮崎県都城市郡元

町2734番地２

特定非営

利活動法

人ビ助っ

人

変更年月日

居宅介護事業所の所在地

変 更 後変 更 前

平成20年８月17日宮崎県都城市郡元町

2734番地２

宮崎県都城市都島町

191番地１号

居宅介護支援事業所居宅介護支援事業者

所在地名 称
主たる事務所の所
在地

名 称

宮崎県都城市都島

町 191番地１号

指定居宅

介護支援

事業所て

のひら

宮崎県都城市郡元

町2734番地２

特定非営

利活動法

人ビ助っ

人

変更年月日

居宅介護支援事業所の所在地

変 更 後変 更 前

平成20年８月17日宮崎県都城市郡元町

2734番地２

宮崎県都城市都島町

191番地１号
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平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置

法（平成13年法律第65号）第８条の規定により、平成19年度に係る

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管及び処分の状況に関する届出があ

ったので、届出書その他関係書類を次のとおり公衆の縦覧に供する

。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 届出書その他関係書類の縦覧場所

宮崎県環境森林部環境対策推進課

２ 縦覧期間

平成20年11月６日から平成21年11月５日まで

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規

定により、宮崎市から意見を聴取したので、当該意見を記載した書

面を次のとおり縦覧に供する。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

タイヨー佐土原店

宮崎市佐土原町下田島9091番 外38筆

２ 意見の概要

特になし

３ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成20年11月６日から平成20年12月８日まで

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規

定により、宮崎市から意見を聴取したので、当該意見を記載した書

面を次のとおり縦覧に供する。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

くらし館霧島店

宮崎市霧島１丁目69番地１ 外４筆

２ 意見の概要

特になし

３ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成20年11月６日から平成20年12月８日まで

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規

定により、宮崎市から意見を聴取したので、当該意見を記載した書

面を次のとおり縦覧に供する。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

くらし館田野店

宮崎市田野町字西ノ原2956−３ 外２筆

２ 意見の概要

特になし

３ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成20年11月６日から平成20年12月８日まで

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規

定により、宮崎市から意見を聴取したので、当該意見を記載した書

面を次のとおり縦覧に供する。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

マックスバリュ宮崎駅東店

宮崎市大和町９番２ 外

２ 意見の概要

特になし

３ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成20年11月６日から平成20年12月８日まで

定款に記載され
た目的

主たる事
務所の所
在地

代表者の氏名名 称
申請
年月
日

この法人は、

障がい者や高齢

者が生きがいを

もって安心して

生活できる地域

社会を実現する

ために、デイサ

ービス等の事業

を行い、もって

宮崎県内の福祉

及び保健の増進

に寄与すること

を目的とする。

宮崎県東

臼杵郡門

川町加草

４丁目50

番地

岡村 光生特定非営利

活動法人

ふれあい

平成

20年

10月

２日
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大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規

定により、宮崎市から意見を聴取したので、当該意見を記載した書

面を次のとおり縦覧に供する。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

フェスティバルマート学園木花台

宮崎市学園木花台西１丁目３番１

２ 意見の概要

特になし

３ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成20年11月６日から平成20年12月８日まで

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規

定により、宮崎市から意見を聴取したので、当該意見を記載した書

面を次のとおり縦覧に供する。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

馬鹿正直 ながの屋 大塚店

宮崎市大塚台西１丁目１の17番地 外

２ 意見の概要

特になし

３ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成20年11月６日から平成20年12月８日まで

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規

定により、宮崎市から意見を聴取したので、当該意見を記載した書

面を次のとおり縦覧に供する。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

マックスバリュ島之内店・ダイソー島之内店

宮崎市大字島之内字境田6358番１ 外

２ 意見の概要

特になし

３ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成20年11月６日から平成20年12月８日まで

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規

定により、宮崎市から意見を聴取したので、当該意見を記載した書

面を次のとおり縦覧に供する。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

マックスバリュ島之内店・ダイソー島之内店

宮崎市大字島之内字境田6358番１ 外

２ 意見の概要

特になし

３ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成20年11月６日から平成20年12月８日まで

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規

定により、宮崎市から意見を聴取したので、当該意見を記載した書

面を次のとおり縦覧に供する。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

ショッピングプラザピースタウン

宮崎市下北方町平田 903番地３ 外

２ 意見の概要

特になし

３ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成20年11月６日から平成20年12月８日まで

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規

定により、西都市から意見を聴取したので、当該意見を記載した書

面を次のとおり縦覧に供する。

平成20年11月６日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

西都農業協同組合Ａコープさいと店

西都市大字右松2108番地 外18筆

２ 意見の概要

意見は無し

３ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所
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宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成20年11月６日から平成20年12月８日まで

平成20年10月27日付け県公報（第2028号）中

正正 誤誤

正誤行段ページ

６ その他

要綱に基づき資格を有している者（この告示の公表の際現に資

格の申請を行っている者を含む。）は、同じ種目の資格を要件と

する競争入札については、この告示による申請の必要はない。

別表

６ その他

要綱に基づき資格を有している者（この告示の公表の際現に資

格の申請を行っている者を含む。）は、同じ種目の資格を要件と

する競争入札については、この告示による申請の必要はない。

15右１

種 目営 業 種 目業 種

紙・文具文具・事務機類物品に関する業

種 事務機器

ＯＡ機器

視聴覚教材機器

印章

家電製品一般機械器具類

電気機器

通信機器

厨房機器

防災保安機器

工作機器

その他

医療機器医療・理化学機

器類 理化学機器

計測機器

介護福祉機器

農林水産業機器農林水産・土木

機器類 建設土木機器

土建用資材材料類

標識

塗料

諸材

車両販売・整備車両・船舶・航

空機類 船舶販売・整備

航空機販売・整備

バイク・自転車

平版活版印刷類

軽印刷

カラー印刷

フォーム印刷

特殊印刷

青写真

航空写真・マイクロ写真

医薬品薬品類

農業薬品

化学工業薬品

石油製品燃料類

高圧ガス

家具・木工家具・木工類

室内装飾・畳

寝具寝具・被服類

被服・装備品

消防・警察用品

靴・鞄

百貨百貨・日用品類

記念品・美術品

写真・カメラ

時計・貴金属
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ガラス・陶器

楽器

スポーツ用品

金物・荒物・雑貨

食品

看板看板・旗類

旗・染物

シート・テントその他

肥飼料・種苗

書籍

古物買受

その他

電算機器賃貸業務サービス（役務

の提供）に関す

る業種

事務機器

その他

広告代理広告・宣伝

催事企画展示

デザイン製作

その他

電算処理（システム開発

を含む。）

電算業務

データエントリー

その他

クリーニングその他

運送

廃棄物処理

調査・研究・検査

その他
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